
高齢者が安心して暮らせる社会の実現に向けて

　我が国の高齢化は、世界に例を見ない速度で進んでいま
す。東京の高齢化率は約 23％となっており、既に超高齢社
会に突入しています。東京 2020 オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会の 5 年後の平成 37 年には東京の人口は減少に転
じ、「団塊の世代」が 75 歳以上になるなど、高齢化は更に
進んでまいります。
　私は、「ダイバーシティ」の実現、すなわち、誰もがいき
いきと生活できる、活躍できる都市・東京の実現を目指し

ています。人生 100 年時代とも言われる中、意欲溢れる高齢者の方々が、いつまで
も生きがいを持って活躍できる、また、介護が必要になっても、可能な限り住み慣
れた地域で暮らし続けることができる社会を実現することが必要です。
　本計画では、高齢者に関わる幅広い施策を総合的に展開していくために、平成 37
年の地域包括ケアシステムの構築を目指し、今後 3 年間において都が取り組むべき
施策を明らかにしています。
　計画の理念である「地域で支え合いながら安心して暮らし続けられる東京」の実
現に向け、地域の医療・保健・福祉の関係者、介護事業者、区市町村の皆様と十分
に連携を図りながら、介護サービス基盤の整備や高齢者の住まいの確保、介護人材
対策や認知症対策、高齢者の社会参加の推進などの施策にしっかりと取り組んでま
いります。
　都民の皆様の一層のご理解とご協力をお願いいたします。

　　　　　　平成３０年３月

　　　　　　　　　　　　　　東 京 都 知 事
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